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(54)【発明の名称】機械装置の動力伝達システム

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
入力部から出力部への伝達動力となるトルクや力の上限値であるリミット値を可変にする
可変動力伝達装置を用い、前記入力部に繋がる入力側部位からの動力を前記出力部に繋が
る出力側部位に伝達する機械装置の動力伝達システムにおいて、
前記入力部に前記動力を付与する駆動装置と、前記入力部の変位状態を検出する入力側変
位センサと、前記出力部の変位状態を検出する出力側変位センサと、これらセンサの検出
結果に基づいて前記動力の伝達制御を行う制御装置とを更に備え、
前記可変動力伝達装置は、前記伝達動力が前記リミット値以下のときに、前記入力部及び
前記出力部を一体的に動作可能にして前記動力をそのまま伝達し、前記伝達動力が前記リ
ミット値を超えるときに、前記入力部及び前記出力部を相対的に動作可能にして前記動力
を前記リミット値以下で伝達する構造をなし、
前記制御装置は、前記伝達動力が前記リミット値を超えるときに、前記動力の伝達を遮断
する安全対策用制御機能と、前記出力側部位を把持して当該部位の目標動作軌跡を手動で
設定するティーチングを行う際に、前記動力の伝達を遮断するティーチング用制御機能と
、前記機械装置の目標動作や構造を考慮した演算により前記伝達動力の目標値を求め、当
該目標値での前記動力の伝達を可能に前記リミット値の調整を行う動作用制御機能とを有
し、
前記ティーチング用制御機能では、前記ティーチングの開始時に前記動力の伝達を遮断す
る一方、前記ティーチングの終了時に前記動力の伝達を可能にするように前記可変動力伝
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達装置を作動させるとともに、前記開始時と前記終了時のそれぞれの前記出力側変位セン
サの検出値の差分を求め、前記終了時に、当該終了時における前記入力側変位センサの検
出値から前記差分の変位が生じるように前記駆動装置を駆動することで、前記入力部から
の動力を使って前記出力部を前記開始時の初期位置に戻すことを特徴とする機械装置の動
力伝達システム。
【請求項２】
前記安全対策用制御機能では、前記入力側変位センサでの検出値と前記出力側変位センサ
での検出値との間の差が予め設定された値よりも大きい場合に、前記動力の伝達を遮断す
るように前記可変動力伝達装置を作動させることを特徴とする請求項１記載の機械装置の
動力伝達システム。
【請求項３】
前記可変動力伝達装置は、前記伝達動力が前記リミット値以下のときに、前記入力部と前
記出力部の間に発生する静摩擦力を利用して前記動力を伝達する一方、前記伝達動力が前
記リミット値を超えるときに、前記入力部と前記出力部の間に発生する動摩擦力を利用し
て前記動力を伝達するとともに、印加電圧の大きさによって前記各摩擦力を調整可能に設
けられた電磁式の摩擦クラッチからなり、
前記動作用制御機能では、前記入力側変位センサでの検出値と前記出力側変位センサでの
検出値との間の差が予め設定された値よりも大きいときと、そうでないときとで前記印加
電圧を変えることで、前記リミット値を所定値に維持することを特徴とする請求項１記載
の機械装置の動力伝達システム。
【請求項４】
前記出力側部位には、当該出力側部位での重力の影響をキャンセルする重力補償機構が設
けられることを特徴とする請求項１記載の機械装置の動力伝達システム。
【請求項５】
入力部から出力部への伝達動力となるトルクや力の上限値であるリミット値を可変にする
可変動力伝達装置を用い、前記入力部に繋がる入力側部位からの動力を前記出力部に繋が
る出力側部位に伝達する機械装置の動力伝達システムにおいて、
前記入力部の変位状態を検出する入力側変位センサと、前記出力部の変位状態を検出する
出力側変位センサと、これらセンサの検出結果に基づいて前記可変動力伝達装置の作動を
制御する制御装置とを更に備え、
前記可変動力伝達装置は、前記伝達動力が前記リミット値以下のときに、前記入力部及び
前記出力部を一体的に動作可能にして前記動力をそのまま伝達し、前記伝達動力が前記リ
ミット値を超えるときに、前記入力部及び前記出力部を相対的に動作可能にして前記動力
を前記リミット値以下で伝達する構造をなし、
前記制御装置は、前記伝達動力が前記リミット値を超えるときの安全対策のための安全対
策用制御機能を有し、
前記安全対策用制御機能では、前記入力側変位センサでの検出値と前記出力側変位センサ
での検出値との間の差が予め設定された値よりも大きい場合に、前記リミット値を、前記
出力部に繋がるロボットアームが落下しない程度の極小値としながら、前記入力部から前
記出力部への前記動力の伝達を遮断するように前記可変動力伝達装置を作動させることを
特徴とする機械装置の動力伝達システム。
【請求項６】
入力部から出力部への伝達動力となるトルクや力の上限値であるリミット値を可変にする
可変動力伝達装置を用い、前記入力部に繋がる入力側部位からの動力を前記出力部に繋が
る出力側部位に伝達する機械装置の動力伝達システムにおいて、
前記入力部に前記動力を付与する駆動装置と、前記入力部の変位状態を検出する入力側変
位センサと、前記出力部の変位状態を検出する出力側変位センサと、前記駆動装置の駆動
と前記可変動力伝達装置の作動を制御する制御装置とを更に備え、
前記制御装置は、前記出力側部位を把持して当該出力側部位の目標動作軌跡を手動で設定
するティーチングを行う際のティーチング用制御機能を有し、
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前記ティーチング用制御機能では、前記ティーチングの開始時に前記動力の伝達を遮断す
る一方、前記ティーチングの終了時に前記動力の伝達を可能にするように前記可変動力伝
達装置を作動させるとともに、前記開始時と前記終了時のそれぞれの前記出力側変位セン
サの検出値の差分を求め、前記終了時に、当該終了時における前記入力側変位センサの検
出値に対し前記差分の変位が生じるように前記駆動装置を駆動することで、前記入力部か
らの動力を使って前記出力部を前記開始時の初期位置に戻すことを特徴とする機械装置の
動力伝達システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、入力側から出力側に伝達されるトルクや力の上限値となるリミット値を可変に
する可変動力伝達装置を使用し、所定の条件下で出力側への動力の伝達制御を行う機械装
置の動力伝達システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
ロボットと人間とが共生する環境下においては、当該環境に対するロボットの安全対策が
重要になる。この安全対策として、ロボットが所望の動作を行っている最中に環境中の人
間や物体に不意に衝突した場合に、当該衝突を緩和するコンプライアンス機能が必要にな
る。当該コンプライアンス機能としては、ロボットの可動部であるロボットアーム等に衝
突時の衝撃緩和用のばね等の弾性要素を取り付けたものが一般的である。しかしながら、
当該ばねを衝撃緩和用として用いる場合、例えば、衝突時にばねを弱めることでクッショ
ン性を高める等、ロボットの動作中にばねの弾性を調整する必要があり、このことがロボ
ットアームの位置制御を難しくする一要因になる。また、ばね等の弾性要素は、ロボット
の加速動作をスピーディーにしにくくするばかりか、ロボットの動作時における振動発生
の要因にもなる。
【０００３】
ところで、特許文献１には、ロボットハンドが所定以上の大きさの外力で他の物体等に衝
突した際に、当該物体等に作用する力を逃がす衝突トルク緩衝機構を備えたロボットが開
示されている。この衝突トルク緩衝機構は、ロボットハンド側とロボットアーム側との間
の接続部分に潤滑剤を充填し、当該潤滑剤の粘性によって、ロボットアーム側にある程度
までの外力が作用してもロボットハンド側とロボットアーム側の連結状態を維持する一方
で、それを超える外力が作用したときに、ロボットハンド側とロボットアーム側の相対回
転を許容することで、衝突時に物体に作用する力を緩衝するようになっている。
【０００４】
前記特許文献１の衝突トルク緩衝機構において、ロボットハンド側とロボットアーム側の
相対回転を許容するトルク値は、潤滑剤の粘性によって決まり、製品毎に一定値に設定さ
れる。ところが、昨今のロボットの様々な役割を考慮すると、前記トルク値を可変にする
ことにより、安全性を確保しつつ種々の動作を可能にするロボットが要請される。このた
め、本発明者らは、モータによって動作する入力部から、ロボットアーム側に繋がる出力
部に伝達されるトルクを電気的に調整可能な電磁式の摩擦クラッチ等を用いたロボット制
御システムを既に提案している（特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００９－１２０８８号公報
【特許文献２】特開２０１７－１３２０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
ところで、ロボット動作に対する種々のニーズに対応するためには、前記特許文献２で提
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案した機能に加え、他の制御機能も必要になる。例えば、異常事態の発生により、前記入
力部と前記出力部の間に予め設定したトルクリミット値を超えるトルクが作用した場合に
は、安全上の観点から、前記出力部側へのトルクの伝達を遮断して動力の付与を停止する
必要がある。また、作業者が出力部側のロボットアームを直接把持して動かすことで、後
に自動的に移動させるロボットアームの目標動作軌跡を記憶させるためのティーチング作
業時においても、出力部側へのトルクの伝達を遮断し、出力部側に高いバックドライバビ
リティを確保することで、ティーチング作業を行い易くする必要がある。更に、印加電圧
の調整により入力部と出力部との間に発生する摩擦力を調整することにより、トルクリミ
ット値を可変にする電磁式の摩擦クラッチを用いた場合に、静摩擦力が作用しているとき
と動摩擦力が作用しているときとで、トルクの伝達特性が異なるため、一定のトルクリミ
ット値を得るためには、当該伝達特性を考慮した印加電圧の制御が必要になる。これらの
制御の必要性は、入力部に動力を付与する駆動装置として、モータ等の回転式のアクチュ
エータを利用した場合の他に、押圧力を付与する駆動シリンダ等の直動式のアクチュエー
タを利用した場合も同様となる。
【０００７】
本発明は、先に提案した発明に関連して案出されたものであり、その目的は、人間や物体
に対する不意の衝突時等における安全性を確保しつつ、様々なニーズに応えた所望の動力
伝達を実現することができる機械装置の動力伝達システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明は、主として、入力部から出力部への伝達動力となるトルクや力の上限値であるリ
ミット値を可変にする可変動力伝達装置を用い、前記入力部に繋がる入力側部位からの動
力を前記出力部に繋がる出力側部位に伝達する機械装置の動力伝達システムにおいて、
前記入力部の変位状態を検出する入力側変位センサと、前記出力部の変位状態を検出する
出力側変位センサと、これらセンサの検出結果に基づいて前記動力の伝達制御を行う制御
装置とを更に備え、前記可変動力伝達装置は、前記伝達動力が前記リミット値以下のとき
に、前記入力部及び前記出力部を一体的に動作可能にして前記動力をそのまま伝達し、前
記伝達動力が前記リミット値を超えるときに、前記入力部及び前記出力部を相対的に動作
可能にして前記動力を前記リミット値以下で伝達する構造をなし、前記制御装置は、前記
伝達動力が前記リミット値を超えるときに、前記動力の伝達を遮断する安全対策用制御機
能と、前記出力部側部位を把持して当該部位の目標動作軌跡を手動で設定するティーチン
グを行う際に、前記動力の伝達を遮断するティーチング用制御機能と、前記機械装置の目
標動作や構造を考慮した演算により前記伝達動力の目標値を求め、当該目標値での前記動
力の伝達を可能に前記リミット値の調整を行う動作用制御機能とを有する、という構成を
採っている。
【発明の効果】
【０００９】
本発明では、前記安全対策用制御機能を採用することにより、入力部側から出力部側への
動力の伝達時に、出力側部位が周囲の人間や物体に衝突した場合等、出力部側に何等かの
異常事態が発生した場合でも、入力側変位センサと出力側変位センサの検出値に基づき、
当該異常事態の発生を自動的に検知できる。そして、当該検知によって、入力部から出力
部への動力の伝達が遮断されるため、このようなトラブル発生時に、入力部側からの動力
による周囲の人間や物体への危害の発生を最小限に抑えることができる。
【００１０】
また、前記ティーチング用制御機能を採用することにより、出力部側部位を手で動かしな
がら目標動作軌跡を設定するティーチング作業時に、入力部から出力部への動力の伝達が
遮断されるため、当該出力部がフリー動作可能となり、当該出力部側に高いバックドライ
バビリティが付与されて出力側部位が動き易くなって、ティーチングをスムーズに行うこ
とができる。また、入力側変位センサと出力側変位センサの検出結果を用いた駆動装置の
駆動により、ティーチングの終了時に出力部がどの位置にあっても、ティーチングを開始
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した初期位置に出力部を自動的に戻すことができる。つまり、ティーチング時に出力側部
位を動かし易くするために、入力部と出力部との間の動力の伝達を一時的に遮断しても、
ティーチングの終了時に、当該動力の伝達を許容し、各変位センサの検出結果に基づく入
力部側の駆動装置の動力を使って、出力部を前記初期位置に確実に戻すことができる。従
って、ティーチングの開始時と終了時との間で出力部の前記初期位置にズレを生じさせず
に、ティーチング終了後に出力側部材を自動的に動作させる際に、ティーチングで設定さ
れた出力側部材の動作を確実に反映することができる。
【００１１】
更に、可変動力伝達装置として電磁式の摩擦クラッチを用いた場合、入力部と出力部とが
相対移動する前後において、それらの間に介在する摩擦力が静摩擦力の最大値から動摩擦
力に変化し、前記リミット値が低下する特性がある。そこで、前記動作用制御機能によれ
ば、当初は、目標となる伝達動力を最大静摩擦力に合せた第１の電圧値で電圧を印加し、
入力側変位センサと出力側変位センサの検出結果により、静摩擦力から動摩擦力に変化す
るタイミングを自動検出した後に、目標となる伝達動力を動摩擦力に合せ、第１の電圧値
よりも上昇した第２の電圧値で電圧を印加可能になる。このため、入力部と出力部とが相
対移動する前後においても、摩擦力の種類を考慮し、常時一定となるリミット値を確保す
ることができる。
【００１２】
以上の本発明によれば、人間や物体に対する不意の衝突時等における安全性を確保でき、
また、少ない力でのティーチング作業で動作再現を確実に行うことができ、更に、安全性
を確保しながら、入力部から出力部に所望の目標値で確実に動力を伝達することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本実施形態に係る動力伝達システムの概略構成図。
【図２】変形例に係る図１と同様の概略構成図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１５】
図１には、本実施形態に係る機械装置の動力伝達システムの概略構成図が示されている。
この図において、前記動力伝達システム１０は、所定の空間内で移動可能に設けられ、当
該空間内で所定の作業を行うためのロボットアーム１１と、ロボットアーム１１に動力と
なるトルクを付与する駆動装置としてのモータ１４と、ロボットアーム１１とモータ１４
との間に配置され、モータ１４からロボットアーム１１への伝達動力である伝達トルクを
可変に作動する可変動力伝達装置としての可変トルクリミッタ１６と、可変トルクリミッ
タ１６の入力側と出力側の変位状態を検出する変位センサ１７と、変位センサ１７の検出
結果に基づき、入力側から出力側へ伝達制御を行う制御装置１９とを備えている。なお、
特に限定されるものではないが、ロボットアーム１１を除く各部材や装置は、その関節部
分等、ロボットアーム１１の近傍に設けられている。
【００１６】
前記ロボットアーム１１は、モータ１４の動力により、関節部分を回転運動させながら所
定の空間内で移動可能にする公知の動力伝達機構からなる。当該ロボットアーム１１の詳
細な構造については、本発明の本質部分でないため、構造の図示及び詳細な説明を省略す
る。なお、ロボットアーム１１としては、先端に物体の把持部を備えた片持ち状の多関節
型の構造により、予め指令した動作によって、把持部で把持した物体（把持物体）を所定
空間内で移動可能な構成を例示できる。
【００１７】
本実施形態において、前記可変トルクリミッタ１６は、特に限定されるものではないが、
公知の電磁式の摩擦クラッチにより構成される。この可変トルクリミッタ１６は、印加電
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圧の調整により、モータ１４側からロボットアーム１１側に伝達されるトルクの上限値で
あるリミット値（以下、「トルクリミット値」と称する）を可変に設けられている。ここ
で、印加電圧の値とトルクリミット値の関係は、制御装置１９に予め記憶されており、当
該制御装置１９により、印加電圧の調整によるトルクリミット値の後述の制御が行われる
。
【００１８】
この可変トルクリミッタ１６は、入力側部位となるモータ１４側に繋がってモータ１４の
駆動によって回転可能に設けられた入力部２１と、出力側部位となるロボットアーム１１
側に繋がるとともに、回転可能に設けられた出力部２２と、これら入力部２１と出力部２
２との間に配置されるとともに、摩擦力を利用して入力部２１から出力部２２へのトルク
の伝達を可能に設けられた伝達部２３とを備えている。
【００１９】
この可変トルクリミッタ１６では、入力部２１の回転による入力トルクが、制御装置１９
で制御されたトルクリミット値以下のときに、入力部２１と出力部２２とが一体的に回転
して、入力トルクをそのまま出力部２２に伝達する一方、前記入力トルクが前記トルクリ
ミット値を超えたときに、入力部２１と出力部２２の相対回転を許容するスリップ動作が
発生し、前記トルクリミット値以下のトルクを出力部２２に伝達するようになっている。
【００２０】
なお、可変トルクリミッタ１６としては、前記電磁式の摩擦クラッチの他に、例えば、伝
達部２３を磁性流体によって構成し、当該磁性流体の粘性の調整を電気的に行う磁性流体
クラッチを採用できる。要するに、入力部２１から出力部２２への伝達トルクを前述のよ
うに調整できる限りにおいて、種々のクラッチ、トルクリミッタ、ブレーキ等の他の可変
動力伝達装置を採用することができる。
【００２１】
前記変位センサ１７としては、制御装置１９による後述の制御を行うための情報を検出可
能なものであれば、特に限定されるものではない。本実施形態においては、変位センサ１
７として、可変トルクリミッタ１６の入出力側それぞれに設けられたエンコーダが用いら
れている。可変トルクリミッタ１６の入力側に配置された入力側エンコーダ１７Ａ（入力
側変位センサ）は、入力部２１の回転角度の変位量を検出する一方、同出力側に配置され
た出力側エンコーダ１７Ｂ（出力側変位センサ）は、出力部２２の回転角度の変位量を検
出するようになっている。これら各エンコーダ１７Ａ、１７Ｂの検出値は、所定時間毎に
制御装置１９に逐次伝送される。
【００２２】
前記制御装置１９は、ＣＰＵ等の演算処理装置及びメモリやハードディスク等の記憶装置
等からなるコンピュータによって構成されており、以下の各制御モードに応じ、モータ１
４の駆動制御や印加電圧の調整による可変トルクリミッタ１６の作動制御を行うようにな
っている。
【００２３】
すなわち、制御装置１９は、入力部２１から出力部２２への伝達トルクがトルクリミット
値を超えるときの安全対策のための安全対策用制御モードによる制御を行う安全対策用制
御機能２５と、ロボットアーム１１を把持してその目標動作軌跡を手動で設定するティー
チングを行う際のティーチング用制御モードによる制御を行うティーチング用制御機能２
６と、所望のトルクリミット値でロボットアーム１１を動作させる動作用制御モードによ
る制御を行う動作用制御機能２７とを有している。これら各機能２５～２７は、何れかの
制御モードの選択によって次のように実行されるが、これら各機能２５～２７の少なくと
も１つの機能のみを備えた制御装置１９の構成にすることも可能である。
【００２４】
前記安全対策用制御機能２５では、可変トルクリミッタ１６の作動制御により、次の安全
対策用制御モードによる伝達制御が行われる。
【００２５】
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ここでは、入力側エンコーダ１７Ａと出力側エンコーダ１７Ｂの検出値の差が計算され、
当該差が予め設定された値を超えた場合に、入力部２１と出力部２２との間で前記スリッ
プ動作が発生したと判断され、可変トルクリミッタ１６によるトルクの伝達を遮断するた
めに、前記トルクリミット値をほぼゼロ、若しくは、ロボットアーム１１が落下しない程
度の極小値にするように、ゼロ若しくは微弱の印加電圧が可変トルクリミッタ１６に供給
される。
【００２６】
従って、この安全対策用制御モードによれば、出力側のロボットアーム１１が周辺の人間
や物体に衝突し、当該ロボットアーム１１に外力が作用したとき等、入力部２１と出力部
２２との間で何等かのトラブルが発生した場合、当該トラブルが、入力側エンコーダ１７
Ａと出力側エンコーダ１７Ｂで検出された変位角度の差の発生によって自動検出され、可
変トルクリミッタ１６の作動制御によって、入力部２１と出力部２２との間でのトルクの
伝達が遮断される。従って、このような異常事態が発生した際に、ロボットアーム１１が
、モータ１４の駆動から切り離されることになり、モータ１４の動力の伝達により、ロボ
ットアーム１１が人間や物体に与える影響を最小限にでき、ロボットと人間の共生に必要
な安全対策を講じることができる。
【００２７】
前記ティーチング用制御機能２６では、モータ１４の駆動制御と可変トルクリミッタ１６
の作動制御により、次のティーチング用制御モードによる伝達制御が行われる。
【００２８】
ティーチング作業を開始する際、図示しない作業者等により、制御装置１９に対しティー
チング用制御モードによる伝達制御が選択されると、前述の安全対策制御モードと同様、
可変トルクリミッタ１６によるトルクの伝達を遮断するように、可変トルクリミッタ１６
への印加電圧が調整される。その後、前記作業者等の手でロボットアーム１１を把持しな
がら、当該ロボットアーム１１が所望の目標動作軌跡に沿って動かされるとともに、出力
側エンコーダ１７Ｂで検出された変位角度が経時的に記憶される。そして、ティーチング
が終了し、前記作業者等によって、ロボットアーム１１の自動動作を開始するスイッチ等
（図示省略）が投入されると、可変トルクリミッタ１６でのトルクの伝達が許容されると
ともに、ロボットアーム１１が、モータ１４の駆動によってティーチングの開始時の初期
位置に自動的に戻された後、ティーチングによって指定した目標動作軌跡に沿って自動的
に反復動作する。
【００２９】
つまり、ティーチング用制御機能２６では、ティーチングの開始時にトルクの伝達を遮断
する一方、ティーチングの終了時にトルクの伝達を可能にするように、可変トルクリミッ
タ１６を作動させるとともに、ティーチングの終了後、モータ１４の駆動によって、ロボ
ットアーム１１を前記初期位置に自動的に戻す自動帰還制御が行われる。以下、この自動
帰還制御について詳述する。
【００３０】
ティーチング作業時においては、入力部２１と出力部２２との間でのトルクの伝達が遮断
されているため、その開始時における出力部２２の角度位置を前記初期位置とし、当該初
期位置が、ティーチングの終了後のロボットアーム１１の自動動作のスタート位置になる
と、当該終了後に、出力部２２が前記初期位置に正確に一致するように、ロボットアーム
１１を動かさなければならない。手動では、前記初期位置を正確に一致させることが難し
いが、前記自動帰還制御では、出力部２２の前記初期位置への復元を確実に行える。
【００３１】
すなわち、この自動帰還制御では、先ず、ティーチングの開始時の入力側エンコーダ１７
Ａの検出値ａ０と、出力側エンコーダ１７Ｂの検出値ｂ０がそれぞれ記憶される。なお、
ティーチングに伴い、出力側エンコーダ１７Ｂの検出値ｂｔが所定時間ｔ毎に記憶され、
これらは、ティーチングの終了後の自動動作の制御に用いられる。そして、ティーチング
の終了時の入力側エンコーダ１７Ａの検出値ａｎと、出力側エンコーダ１７Ｂの検出値ｂ
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ｎとがそれぞれ記憶される。この終了時においては、前述したように入力部２１と出力部
２２との間でのトルクの伝達が可能になっている。そこで、前記開始時と前記終了時の出
力側エンコーダ１７Ｂの検出値ｂ０とｂｎの差分であるΔｂが算出され、前記開始時の出
力部２２の初期角度（初期位置）に戻すように、モータ１４の駆動を使って、前記終了時
の入力部２１の回転位置となる検出値ａｎに対して角度Δｂ分回転することにより、入力
部２１に連動する出力部２２がΔｂ分回転され、ロボットアーム１１が前記スタート位置
に自動的に帰還することになる。
【００３２】
従って、このティーチング用制御モードによれば、人間の手で行うティーチング時に、可
変トルクリミッタ１６により、モータ１４側の入力部２１とロボットアーム１１側の出力
部２２とが非連結状態にされ、モータ１４の駆動状態に関係無く、ロボットアーム１１を
軽い力でスムーズに動作させることができる。また、ティーチング時にロボットアーム１
１側がモータ１４と切り離されるが、ティーチングの開始前後における入力側エンコーダ
１７Ａの検出値と出力側エンコーダ１７Ｂの検出結果を利用して、出力部２２を前記初期
位置に自動的に戻すことができる。このため、ティーチングの終了時に、ロボットアーム
１１がどの位置にあっても、モータ１４の駆動を利用して、ティーチングを開始したとき
のスタート位置にロボットアーム１１を正確に戻すことができる。この結果、ロボットア
ーム１１は、ティーチングで設定した目標動作軌跡と実際の自動動作時の動作軌跡との間
でズレを生じることなく、目標動作軌跡を確実に反映した状態でロボットアーム１１を自
動的に動作させることができる。
【００３３】
前記動作用制御機能２７では、モータ１４の駆動制御と可変トルクリミッタ１６の作動制
御により、次の動作用制御モードによる伝達制御が行われる。
【００３４】
この動作用制御機能２７では、ロボットアーム１１の目標動作や構造を考慮した演算によ
り、入力部２１から出力部２２に伝達されるトルクの目標値である目標トルクを求め、当
該目標トルクでの動力の伝達を可能にトルクリミット値の調整が行われる。すなわち、前
述のティーチング等により設定されたロボットアーム１１の目標動作に対応させて、ロボ
ットアーム１１の経時的な目標位置を特定するため、時間に対するロボットアーム１１の
関節部分の目標回転値（目標回転角度、目標回転速度、及び目標回転加速度）が求められ
る。更に、ロボットアーム１１の現在位置情報に対応する出力側エンコーダ１７Ｂからの
回転角度がフィードバックされながら、ロボットアーム１１の前記目標回転値と前記現在
位置情報と、ロボットアーム１１等の既知の慣性テンソルと、前記現在位置情報に応じて
定まるコリオリ力のベクトルや向心力のベクトルとから前記目標トルクが公知の数式によ
る演算によって求められる。そして、当該目標トルクが得られるように、モータ１４の駆
動制御が行われるとともに、可変トルクリミッタ１６の作動制御により前記トルクリミッ
ト値が調整される。ここでは、前記目標トルクと同一若しくはそれよりも若干大きなトル
クがトルクリミット値として設定され、当該トルクリミット値を超えるトルクが可変トル
クリミッタ１６に作用したときに、入力部２１に対する出力部２２の相対回転を許容し、
可変トルクリミッタ１６をスリップ動作させるように、可変トルクリミッタ１６への印加
電圧が決定される。
【００３５】
ここで、本実施形態では、可変トルクリミッタ１６として、電磁式の摩擦クラッチを用い
ていることから、動作用制御機能２７では、入力部２１と出力部２２の間に介在する伝達
部２３での静摩擦力や動摩擦力の影響を考慮し、印加電圧を調整する制御を行うことが好
ましい。以下、その理由を含めて具体的に述べる。
【００３６】
可変トルクリミッタ１６にトルクリミット値以下のトルクが作用している場合、入力部２
１と出力部２２が連結して一体回転するが、この状態では、伝達部２３での静摩擦力によ
って当該一体回転がなされる。一方、可変トルクリミッタ１６にトルクリミット値を超え
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るトルクが作用すると、入力部２１と出力部２２とが相対回転するスリップ動作が生じる
が、その際、伝達部２３には動摩擦力が作用することで、トルクリミット値以下のトルク
が伝達可能となっている。加えて、前記スリップ動作を開始する際には、最大の摩擦力（
以下、「最大摩擦力」と称する。）が作用する。
【００３７】
以上の電磁式の摩擦クラッチの特性により、目標トルクに合せて設定したトルクリミット
値（以下、「目標リミット値」と称する）を得るために可変トルクリミッタ１６に電圧を
印加する際、次の問題が生じる。
【００３８】
すなわち、可変トルクリミッタ１６への印加電圧について、静摩擦力を考慮し、前記最大
摩擦力に合せた目標リミット値が得られるような第１の電圧値で一定とした場合に、入力
部２１と出力部２２とが相対回転した後は、最大摩擦力よりも小さな動摩擦力の影響によ
ってトルクリミット値が低下してしまう。このため、入力部２１と出力部２２とが相対回
転してしまうと、所望の大きさの目標リミット値が得られなくなってしまい、その後の入
力部２１からのトルクが当該所望の目標リミット値以下であっても、入力部２１と出力部
２２との一体回転が補償されない場合が生じる。
【００３９】
一方、可変トルクリミッタ１６への印加電圧について、前記スリップ動作しているときの
動摩擦力の影響に合せた目標リミット値が得られるような第２の電圧値、つまり、第１の
電圧値よりも大きい電圧値で一定とした場合、前記最大摩擦力のときのリミット値が上が
ってしまい、所望の安全対策等を実現出来なくなる虞がある。
【００４０】
そこで、動作用制御機能２７では、先ず、前記安全対策用制御モードのときと同様、入力
側エンコーダ１７Ａと出力側エンコーダ１７Ｂの検出値の差が予め設定された値を超えた
場合に、前記スリップ動作の発生が検知される。そして、当該スリップ動作の発生の検知
により、それまでの印加電圧の大きさが変更される。つまり、入力部２１と出力部２２が
一体回転しているときには、静摩擦力を考慮した前記第１の電圧値とし、前記スリップ動
作が発生したと判断されると、動摩擦力を考慮した前記第２の電圧値に上昇させるように
、可変トルクリミッタ１６への印加電圧の制御がなされる。
【００４１】
この態様によれば、伝達部２３に作用する摩擦力の状態に関わらず、所望とするトルクリ
ミット値を一定に保つことができ、意図しないスリップ動作や意図しないトルク伝達を回
避することができ、より確実な安全対策を採ることができる。
【００４２】
なお、図２に示されるように、前記実施形態の動力伝達システム１０に対し、ロボットア
ーム１１による重力の影響をキャンセルする重力補償機構３２をロボットアーム１１に更
に設けることもできる。
【００４３】
この重力補償機構３２は、ロボットアーム１１の自重に把持物体の重量を含めたロボット
アーム１１全体の重力への影響をキャンセルするように調整可能な公知の機構からなり、
例えば、ばねを使ったリンク構造からなるスプリングバランス式の重力補償機構が挙げら
れる。当該重力補償機構３２としては、ロボットアーム１１のみの自重を補償するように
、ばねの張力が事前に調整されるものの他に、把持物体の重量も含めた自重補償を行う場
合には、ばねの張力が把持物体の重量に応じて動的に調整可能なアジャスタブル自重補償
機構を採用可能である。その他、カウンターウエイト式のもの等、同一の作用を奏する種
々の構造の重力補償機構３２を採用することができる。
【００４４】
この重力補償機構３２を採用することにより、前述の動作用制御モードでの目標トルクを
演算する際における重力項を省略することができ、当該演算を極めて簡単に行うことがで
きる。また、前記各安全対策制御モードや前記ティーチング用制御モードで、トルクリミ
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ット値を最小値にしてモータ１４側からロボットアーム１１側へのトルクの伝達を遮断し
た際に、ロボットアーム１１の自重による落下が防止されるとともに、ティーチング時に
ロボットアーム１１を少ない力で移動させることができる。また、前記トルクの伝達の遮
断時に、自重によるロボットアーム１１の落下防止のための抵抗力を付与する必要がない
ため、当該遮断する際のトルクリミット値の最小値を極力小さくし、ゼロにすることも可
能になる。その結果、ロボットでは多くの箇所に配置されるモータ１４や可変トルクリミ
ッタ１６について、小型のものを使用でき、重力補償機構３２を設けても、ロボットアー
ム１１全体の軽量化を促進できる。
【００４５】
また、前記実施形態における動力伝達システム１０は、ロボットアーム１１に適用してい
るが、本発明はこれに限らず、それ以外の機械装置に適用することもできる。例えば、入
力側部位からの動力供給をモータ１４等の駆動装置で行うものではなく、前記重力補償機
構３２を併用し、入力側からの動力供給を人力により行う強化外骨格装置にも適用可能で
ある。この強化外骨格装置は、人間の関節に沿って配置されて人間のパワーアシストを可
能にするものであり、重力補償機構３２を併用することで、駆動装置を用いずにパワーア
シストが可能となり、エネルギー効率を高めることができる。
【００４６】
更に、前記実施形態では、入力側での動力供給を行う駆動装置として、回転式のアクチュ
エータであるモータ１４を使用しているが、本発明はこれに限らず、前記駆動装置として
、他の回転式のアクチュエータの他に、シリンダ等の直動式のアクチュエータを用いるこ
ともでき、この場合における前述のトルクは、押圧力等の並進力となる。
【００４７】
その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質的
に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００４８】
１０  動力伝達システム
１１  ロボットアーム（出力側部位）
１４  モータ（入力側部位）
１６  可変トルクリミッタ（可変動作装置）
１７Ａ  入力側エンコーダ（入力側変位センサ）
１７Ｂ  出力側エンコーダ（出力側変位センサ）
１９  制御装置
２５  安全対策用制御機能
２６  ティーチング用制御機能
２７  動作用制御機能
３２  重力補償機構
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【図１】
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【図２】
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